
資料３

機能要件及び帳票要件等に対する論点討議
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１. はじめに
標準仕様書案の最終化及び確定にあたり、意見照会の結果、「討議事項」に分類したご意見について討議します。

－（討議事項なし）

標準仕様書（本紙）

機能・帳票要件一覧／帳票詳細要件／帳票レイアウト

－（討議事項なし）

標準業務フロー

討議事項一覧

機能要件：討議事項4件

論点①：政令市特有の機能の記載範囲

論点②： 「相談業務」に関する標準化対象機能

論点③：自治体/年金事務所毎の運用差異の扱い

論点④：その他記録の照会・編集に係る機能

帳票要件：討議事項３件

論点①：免除・納付猶予申請における管理項目

論点②：受給権者に関する情報の管理項目

論点③：年金機構への報告対象の識別方法



機能要件における論点
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２. 機能要件における論点
２-１. 論点①：政令市特有の機能の記載範囲

政令市向けの一部機能について、オプションから必須への要件種別変更の要望をいただいており、政令市向けの機能と要件種別の

考え方について、ご確認をお願いします

事務レベル 標準仕様文案 要件種別 備考
共通 検索 以下の項目で検索できること

【検索項目】
世帯番号、電話番号、方書、行政区、受給年金番号、旧年金番号（直近の基礎年金番号（基礎年金番号の
統合前の番号も含む））、旧自治体名（転入前の直近に限る）、併記名、メモ、特記事項

オプション 「行政
区」は
政令市
向け

共通 システム管理 マスタ管理機能として、通知書等の出力において、印字する刷り込み公印は帳票毎・行政区毎に公印の種類及び
印影を登録・修正・削除・照会できること。また帳票に刷り込みができること
※通知書等の帳票単位に管理できること ※出力有無も管理できること

オプション 〃

共通 システム管理 行政区において、各区役所職員が情報の照会、編集が可能な対象住民を、自区住民に制限できること
※ただし区間異動がある場合、異動前後の行政区における住民情報へアクセスする必要があるため、制限は機能ご
とに設定できること（例：登録、編集機能は自区住民のみ可、照会機能は他区住民も含めて可 等）

オプション 政令市
向け

資格異動 資格取得、資格取得、種別変更、資格喪
失（死亡、海外転出、60歳到達、その
他）、国内転入、国内転出、氏名・性別・
生年月日・住所変更、追加・訂正、不在

行政区別に異動報告書を作成できること オプション 〃

免除 免除・納付猶予申請書受理・審査、
学生納付特例申請書受理・審査

行政区別に報告書を作成できること オプション 〃

免除 免除理由該当等届受理・審査、
産前・産後免除申請書受理・審査

行政区別に異動報告書を作成できること オプション 〃

付加 付加加入、付加辞退 行政区別に異動報告書を作成できること オプション 〃

主なご意見（ご要望） 討議事項（論点）

意見発出理由 意見詳細
 政令市向けの機能の範囲・要件種別（確認）

 政令市向けの機能について、「行政区」に係る機
能のみでよいか（政令市のみに委任されている事
務は内か／政令市以外でも要望はないか）

 一律、「オプション」機能とし、政令市特有の機能
に関しては備考欄に付記する対応で良いか

1:法令
2:市区町村条例
5:その他

• 受付番号を自動付番する場合、行政区毎に付番可能か
• 自治体独自の書式であることから「必須」は適当ではない。
「必須」とするのであれば書式を定めるべき（自治体独自
の様式はカスタマイズの原因）

政令市特有の要件

 政令市向けの要件である旨を補記

 一律「オプションとする

 「行政区」に関する機能要件対象
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２. 機能要件における論点
２-２. 論点②：「市町村において行われる相談業務」に関する標準化対象機能

協力連携事務である「市町村において行われる相談業務」について、機能追加や項目追加の要望をいただいており、「業務効率

化」「住民サービス向上」の視点を踏まえ、標準化対象とする範囲についてご確認をお願いします

相談業務に関する機能要件

事務レベル1 標準仕様文案 要件種別 備考

共通 被保険者・受
給者情報管
理

住民からの相談内容について、登録（記録）・修
正・削除・保持・照会ができること

オプション ・メモ機能での代
替も可のためオプ
ションとする

共通 被保険者・受
給者情報管
理

メモで使用するキーワード・サブキーワードの登録・修
正・削除を行えること

※システムに予め設定したキーワード、およびそのキー
ワードに紐づくサブキーワードを活用して、相談に係る
メモを分類、管理することを想定

オプション

共通 システム管理 相談内容管理において、所属または職員、相談方
法等を設定、変更できること

オプション

主なご意見（ご要望） 討議事項（論点）

意見発出理由 意見詳細
 国民年金システムにおけるシステム化範囲（確認）

 「相談業務」の位置づけを考慮した場合、相談内
容の履歴管理をオプションとして用意する程度とし、
機能追加や項目追加は見送る対応とするか

 「業務効率化」「住民サービスの向上」の視点から必
要な情報は窓口装置を活用（「6.②窓口装置を
利用したきめ細やかな年金相談」に該当）

1:法令
3:住民
5:その他

• 文字数制限を設けないこと、入力履歴管理、入力日
時、ユーザの初期表示、記録

• メモ機能による登録では、確認漏れが生じる
• 被保険者以外の者にもメモを登録する必要（厚生年
金加入中、20歳前障害の障害年金相談）

• 免除履歴、法定免除履歴、相談履歴メモについて、過
去に受け付けたものか判別できる記録メモが必要（利
便性）。相談区分毎に区分けできるタイトルも。

相談業務の位置づけ（協力連携事務と標準化範囲）

 相談は「協力連携
事務」、各自治体が
工夫して取り組む範
囲。特有の内容
（取組・業務）も

 相談メモを履歴管理できる程度  一律「オプション
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２. 機能要件における論点
２-３. 論点③：自治体/年金事務所毎に運用が異なる事項についての取り扱い

年金機構から提供される一覧表の受領頻度について、記載と実運用が異なるとの意見をいただいており、自治体や年金事務所毎

の運用差異にについてどこまで許容すべきか、ご確認をお願いします

事務レベル 標準仕様文案 要件種別

日本年金機
構報告・日
本年金機構
からの情報
登録

日本年金機構
からの情報登
録

保険料免除・猶予申請承認通知書発行一覧表の情報を国民年金システムに登録できること
※電子媒体での取り込みもできること ※日次で日本年金機構より提供される一覧
【管理項目】
基礎年金番号、継続申請表示、承認期間、特例認定区分、法定免除消滅届出年月日、
付加任意非該当年月、免除取消期間、納付開始年月

必須

学生納付特例申請承認通知書発行一覧表の情報を国民年金システムに登録できること
※電子媒体での取り込みもできること ※日次で日本年金機構より提供される一覧
【管理項目】
基礎年金番号、承認期間、法定免除消滅届出年月日、付加任意非該当年月、免除取消
期間、特例認定区分、理由

必須

国民年金保険料産前産後免除該当通知書発行一覧表の情報を国民年金システムに登録
できること
※電子媒体での取り込みもできること ※日次で日本年金機構より提供される一覧
【管理項目】
基礎年金番号、単胎・多胎の別、産前産後免除期間（始期・終期）

必須

主なご意見（ご要望） 討議事項（論点）

意見発出理由 意見詳細
 自治体/年金事務所毎の運用差異についての標準仕
様書上の考慮要否（確認）

 年金機構とのオンライン連携が実現するタイミング
で、業務の標準化を図る対応するか（中長期的）

 現時点では、オフライン連携に起因する運用差異
（地域ごとの事情）を吸収できる仕様とするか

5:その他 • 自治体への提供は週次である。
• 「承認年月日、免除理由コード（免除区分）」は市町村に
必要である管理項目であるが、記載がない。

• 免除に不要な管理項目（受付処理簿対象外)が含まれて
いる（法定免除消滅届出年月日、付加任意非該当年月、
免除取消期間、特例認定区分、理由、納付開始年月）

運用に差異があるとのご意見を受けた機能 【ご意見】
 頻度が異なる（日次or週次）
 管理項目にも、ばらつきあり（免
除に不要な管理項目がある）

※運用差異はオフライン連携に
由来することが想定される。現
時点では、各現場と機構との
通信媒体（電子／紙）の差
異を考慮し、どの現場において
も過負荷とならないような標準
化を行うべき。

※ 中長期的な方向性としては、
年金機構とのオンライン連携の
進展にあわせ、標準仕様を見
直していく（今後への申し送り
事項候補）
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２. 機能要件における論点
２-４. 論点④：被保険者のその他記録の照会・編集に係る機能の取り扱い

被保険者の「その他情報」について、業務効率化の視点から一部の項目を必須にしてほしいとの意見をいただいており、「その他情

報」に関する管理範囲について、ご議論をお願いします

以下の議論を行う想定
・被保険者情報として、電話番号の検索・登録・修正・削除・照会は個
人情報保護の観点から必須とし、それ以外についてはオプションのままとす
る
－電話番号については、申請内容の確認等、申請者に連絡を取る

必要があり、業務上必須の項目と言える
ー個人情報保護の観点から、電話番号種別（自宅・携帯・勤務先

等）ごとの直近を管理できるようにすること。電話番号種別を管理するこ
とで、電話連絡の際、お伝えする内容等配慮が可能となる

従って、ボディーの左側には、右側にはを記載する

被保険者のその他記録に関する情報の扱い（事務局修正案）

事務レベル 標準仕様文案 要件種別

共通 検索 以下の項目で検索できること

【検索項目】個人番号、基礎年金番号、年金コード、氏名（漢字・カナ）、
旧氏・通称、生年月日（西暦・和暦いずれの検索も可）、性別、住民種
別（外国人、住民記録登録内・外）、住民記録（現存・消除）、宛名
番号、住民番号、住所・地番（もしくは住所（地番含む））

必須

共通 検索 以下の項目で検索できること

【検索項目】世帯番号、電話番号、方書、行政区、受給年金番号、旧年
金番号（直近の基礎年金番号（基礎年金番号の統合前の番号も含
む））、旧自治体名（転入前の直近に限る）、併記名、メモ、特記事項

オプション

共通 照会・編集 被保険者のその他記録を検索、登録・修正・削除・照会できること

【管理項目】特記事項、職権適用区分、第３号被保険者特例措置該当
日、旧年金番号（直近の基礎年金番号（基礎年金番号の統合前の番
号も含む））、電話番号１（自宅）、電話番号１の種別、電話番号１
の備考、電話番号２（携帯電話）、電話番号２の種別、電話番号２の
備考 等
※上記管理項目は直近のみの管理とする

オプション

主なご意見（ご要望） 討議事項（論点）

意見発出理由 意見詳細  「その他」の情報についての管理範囲（議論）

 「国民年金市町村事務処理基準」等に基づき、市
区町村にて（最低限）管理すべき項目とするか
※必要な情報は窓口装置（WM）にて確認

 または、「事務効率化」「住民サービスの向上」の観
点から、管理項目を幅広に捉えるか、その場合の
基準はどう考えるか

3:住民サービス向上
5:その他

• 被保険者情報として、旧年金番号、電話番号の
検索、登録・修正・削除・照会は必要であると考え
ます。

（参考）年金機構への報告・送付対象 ※業務フローより抜粋

区分 # 名称

報告 1 国民年金被保険者関係届書（報告書）

2 国民年金被保険者資格関係記録訂正追加取消報告書

3 国民年金関係報告書

4 居所未登録者報告書

5 居所未登録者住所判明報告書

送付 6 国民年金保険料免除・納付猶予申請書

7 国民年金保険料免除・納付猶予申請（市町村確認書）

8 国民年金保険料学生納付特例申請書

9 国民年金保険料学生納付特例申請（市町村確認書）

10 国民年金保険料免除・納付猶予取消申請書

11 国民年金保険料学生納付特例取消申請書／不該当届

12 年金請求書

13 未支給年金・未支払給付金請求書

14 国民年金死亡一時金請求書

15 年金生活者支援給付金請求書

（現在の整理）
 必須：事務処理基準等
で必要な項目

 オプション：上記以外で要
望/実装実績がある項目※#6以降は後述の議題で取り上げ
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（補足）被保険者に関する情報の一例

第3号被保険者特例措置に関する届出書類

※事業主経由で年金機構に提出



帳票要件における論点
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３. 帳票要件における論点
３-１. 論点①：免除に係る申請の登録・照会・編集機能の管理項目について

免除・納付猶予に関する登録等の機能について、「法令で定められている」「住民サービス向上」を理由とした管理項目の追加等の

意見をいただいており、免除・納付猶予申請に関する管理項目の範囲について、ご議論をお願いします

免除・納付猶予申請に係る管理項目

事務レベル 標準仕様文案（管理項目のみ抜粋） 要件種別

免除 免除・納付猶予申
請書受理・審査

基礎年金番号、申請期間、届書種類、特例認定区分、受付年月日、処分年月日、処分結果（承認・却下）、免除区分（種別）、免除等の始期・終期
※住民記録システム連携に係る以下の項目については参照し、表示できること
個人番号、氏名（漢字・カナ）、性別、生年月日、住所、世帯主の氏名・生年月日、配偶者の氏名・生年月日、配偶者の個人番号
※個人住民税システム連携に係る以下の項目については参照し、表示できること
前年の所得額、扶養親族等の有無及び数、同一生計配偶者等の有無及び数、控除対象扶養親族の有無及び数、特定扶養親族の有無及び数、障害者
扶養親族数、本人障害区分、本人寡婦区分、本人ひとり親区分、本人勤労学生区分、純損失及び雑損失、各控除額

必須

免除 免除・納付猶予申
請書受理・審査

受付番号、本人確認書類が提出された旨、返付年月日（届書に不備等があった場合）、再受付年月日（不備訂正後の再提出があった場合）、却下通
知年月日（再審査要の場合）、日本年金機構への報告年月日および返戻年月日

オプション

免除 免除理由該当等
届受理・審査
（法定免除関
連）

基礎年金番号、届書等種類（申出書等の名称）、受付年月日、免除理由、該当年月日、不該当（消滅）年月日、納付申出有無、処分年月日、（該
当の場合）保険料免除年月（始期）、（消滅の場合）免除終了年月（終期）、電子媒体収録有無
※住民記録システム連携に係る以下の項目については参照し、表示できること
個人番号、氏名（漢字・カナ）、性別、生年月日、住所

必須

主なご意見（ご要望） 討議事項（論点）

意見発出理由 意見詳細
 「免除」に係る情報の管理範囲（議論）

 「国民年金市町村事務処理基準」等に基づき、市
区町村にて（最低限）管理すべき項目とするか
※必要な情報は窓口装置（WM）にて確認

 または。「事務効率化」「住民サービスの向上」の観
点から、管理項目を幅広に捉えるか、その場合の
基準はどう考えるか

2:市区町村条例
3:住民サービス向上
4:慣例運用のため
5:その他

• 追加項目：備考（資格関連（障害年金受給権発生日
や生保開始日等）受付内容（案内時効、添付書類
等）、住民区分、国籍（外国籍の者に限る）、継続区分

• 不要項目：在学予定期間（入学年月、卒業予定年
月）、法定免除の始期・終期、届書種類

• 窓口案内上、免除・猶予の判定及び継続が必要／権限は
市町村長になく、受付時点で免除区分（種別）は不要

• 法定免除が入力時、申請免除の期間を自動短縮

（現在の整理）
 必須：事務処理基準等で必要な項目
 オプション：上記以外で要望/実装実績がある項目
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（補足）免除・納付猶予に関する情報の一例

免除・納付猶予申請に係る届書類
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３. 帳票要件における論点
３-２. 論点②：受給権者に係る情報の管理項目について

国民年金裁定者一覧表上の項目について、管理項目の追加及び削除の双方の意見をいただいており、国民年金システムにて管

理すべき受給権者に関する情報の管理範囲について、ご議論をお願いします

事務レベル/対象情報・帳票 標準仕様文案 要件種別

給付 年金請求書等受理・審査
----
裁定請求情報

【管理項目（共通）】
基礎年金番号、請求者氏名、裁定請求種別、年金コード、受付年月日、裁定結果受理年月日、裁定年月日、裁定結果
【管理項目（遺族基礎年金・寡婦年金・死亡一時金）】
死亡者との続柄、死亡者の基礎年金番号、死亡者氏名
※住民記録システム連携に係る以下の項目については参照し、表示できること
個人番号、氏名（漢字・カナ）、性別、生年月日、住所

必須

給付 年金請求書等受理・審査
----
裁定請求情報

【管理項目】
受付番号、本人確認書類が提出された旨、返付年月日（届書に不備等があった場合）、再受付年月日（不備訂正後の再提出があった場
合）、却下通知年月日（再審査要の場合）、日本年金機構への報告年月日および返戻年月日

オプション

給付 年金請求書等受理・審査
----
裁定請求情報

【管理項目（共通）】
基礎年金番号、請求者氏名、裁定請求種別、年金コード、受付年月日、裁定結果受理年月日、裁定年月日、裁定結果
【管理項目（遺族基礎年金・寡婦年金・死亡一時金）】
死亡者との続柄、死亡者の基礎年金番号、死亡者氏名

必須

日本年金機
構報告・情報
登録

日本年金機構からの情報
登録
----
国民年金裁定者一覧表

【管理項目】
進達番号、基礎年金番号、年金コード、市区町村符号、裁定年月日、受給権発生年月日、支給開始年月、裁定結果
※住民記録システム連携に係る以下の項目については参照し、表示できること
個人番号、氏名（漢字・カナ）、生年月日、性別、住所、郵便番号

必須

受給権者に係る管理項目（現状）

主なご意見（ご要望） 討議事項（論点）

意見発出理由 意見詳細  「受給権者」に係る情報の管理範囲（議論）

 「国民年金市町村事務処理基準」等に基づき、市
区町村にて（最低限）管理すべき項目とするか
※必要な情報は窓口装置（WM）にて確認

 または、「事務効率化」「住民サービスの向上」の観
点から、管理項目を幅広に捉えるか、その場合の
基準はどう考えるか

1:法令
3:住民サービス向上
4:慣例運用
5:その他

• 事務処理基準第20条では、請求書以外の申出書や届書
（受取機関変更届・障害状態確認届等）も処理対象

• 相談精度の向上、障害年金受給者については、国民年金
裁定者一覧者の障害等級や次回診断書提出年月日、診
断書コード、有効年数等の情報を登録、窓口相談で使用

• 進達番号および市区町村符号は市区町村で管理対象外

（現在の整理）
 必須：事務処理基準等で必要な項目
 オプション：上記以外で要望/実装実績がある項目
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（補足）受給権者に関する情報の一例 1/5

受給権者に関する情報（年金請求書）
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（補足）受給権者に関する情報の一例 2/5

受給権者に関する情報（年金請求書）
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（補足）受給権者に関する情報の一例 3/5

受給権者に関する情報（年金請求書）
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（補足）受給権者に関する情報の一例 4/5

受給権者に関する情報（年金請求書）
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（補足）受給権者に関する情報の一例 5/5

受給権者に関する情報（年金請求書）
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３. 帳票要件における論点
３-３. 論点③：年金機構への報告対象の識別方法

日本年金機構への報告要否を識別するため、項目を追加してほしいとの意見いただいており、識別するための管理項目を追加する

か、ご議論をお願いします

事務レベル 標準仕様文案 要件種別

資格
異動

資格取
得

異動報告の要否に従い、異動報告書の作成有無を
選択できること

必須

資格
異動

資格喪
失（死
亡）

資格喪失に係る登録・修正・削除・照会ができること
【管理項目】
基礎年金番号、資格喪失年月日（死亡日の翌
日）、理由、電子媒体収録有無
※住民記録システム連携に係る以下の項目について
は参照し、表示できること
個人番号、氏名（漢字・カナ）、性別、生年月日、
住所、死亡した年月日

必須

資格
異動

資格喪
失（海
外転出）

喪失情報に基づいて、免除・納付猶予、学生納付特
例、付加情報の終了期間が自動的に変更できること
終了期間：資格喪失日の属する月の前月

オプション

資格
異動

資格喪
失（60
歳到達）

期間満了およびその予定者（60・65・70歳到達）
情報、指定した異動事由で抽出された異動情報、報
告を必要としない異動情報、被保険者情報について、
一覧で確認できること

オプション

主なご意見（ご要望） 討議事項（論点）

意見発出理由 意見詳細  年金機構への報告対象の識別方法（議論）

 報告対象を識別する管理項目（※）にて識別するか
（例） ”電子媒体収録有無””届出区分””報告形式”等

 当該管理項目をどう運用するか、「事務効率化」の観
点から、報告要否を自動設定するか（要件化）

1:法令 • 日本年金機構への報告要否識別のため

報告対象と識別方法に関する要件（現状） （参考）業務フロー（資格取得）

国
民
年
金

担
当
課

職
員

住
民

内容確認 本人記録照会
登録及び

受付簿作成
精査

年
金
事
務
所

国民年金

システム

国民年金

システム

可搬型窓口

装置（WM）

住民記録

システム

国民年金

システム

電話

申請者

・国民年金被保険者関係届書(申出書)

・その他必要書類

記入、

提出

※外部機関システム

※端末貸与がない自治体あり

住民記録

システム

住民記録

システム

・基礎年金番号が確認できない、あるいは付与されてい

ない者は、マイナンバーで届出

年金機構へ報告

終了

業務フロー［5.1.年金機構

への報告・送付］参照

申請者

来庁

国民年金

システム

・国民年金被保険者

関係届書(申出書)

届書出力・

申請者記入
開始

・20歳適用対象者一覧表等

年
金
事
務
所
／

事
務
セ
ン
タ
ー

受領

申請者

来庁

起因時

年金事務所/

事務センター

より受領起因時

・リアルタイム処理を原則とする

・一覧に対して処理を行う場合は、各ステップではまとめ

て処理を行う（個人毎にフローを回さない）

・行政欄への記載も行う

※連携（自動反映）の場合

プレ印字・出力、

交付

申請者

来庁

起因時

年金事務所/

事務センター

より受領起因時

 フロー上、年金機構受
領分は報告対象外

 報告要否の自動設定は
明確に仕様化していない


